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招請講演1   

結核免疫の昨日一今日一明日   

大既府立呼吸舘▲アレルギー医療センター名誉院長  

蕗口 泉尭  

空洞がこの澤延塑アレルギーによることを．はじめて  

ヴサギで爽証したのが故・山村凝一博士であった  

（1958年）．   

結琴感染の初期にみちれ，引き続く歯備考自特異的  

なT‡－1反応の誘導に関係するのほ「初期免疫∴毎ate  

inlnlunityj：と呼ばれTLR（tolトIikereceptor）を介  

ずる分子遺伝学的メカニズムが審良静男博士らによっ  

て解明され感染免疫学に大きなインパクトを与えたて  

そ恥までにはしかし．紡核菌体の生物学的活性に閲す  

る数多伽地道な研究がその歴史的背常にあっえ   

緯薇菌体持古象免波朕括札アジュバ㌢トとして  

知られて．きた∴結核菌の病原性物質として加絡充彦ら  

が提唱したcol－d軸01tの本俸はt頑ai云se 

1ate－T土）Mであり．強いT叩－α等の1、hlサイ下カ  

イン琴導能を有することほ一兵野郷地博士により詳細  

紐解祈され美．また，抗放西藤DNAにもIFN碗  

読導総があることが，徳永禰」山本≡郎両博士により  

明らかにされた．一方．その反応する雄鞄に関しては．  

野本亀久雄博士によるpI・i111itil把TcellrespollSe論が  

提唱され一 十方∴輩者らは，結核未感染の末梢血りこン  

パ球をT、DMで刺漱すると，抗原井野賽磯なやT細  

胞が増植・活性化することを見出した．   

感染症の釈維はすぐれたワクチンの開発にかかって  

いる．苗捌こあって．◆をれは感染防止れ それとも発  

病阻止を目指すべきかご潜在慈染，福主体内での冬眠  

状態とは何か．細胞性免疫と遅延型プレルギ∵の関係  

とそれに大きく関わっている菌体成分の特配これら  

をよく理解するととろから．将来の結核防璃方法が見  

えてくろであろう．免疫学的方法で∴抽個性帝劇を  

起こすことなく1潜在感染め状感で宿主が天寿を全う  

し得る方喪は見出せ率いか、いわl襲忍結核におⅠチ，る治  

療ワグチ㌢である．マウスでは如、ヒト甲結核症の授  

戒にあって，BCGを凌渇するワクチンめ開発粧は未  
払、なる発想の転換が必要か‘もしれない．   

結核ほ人類最古の感染症である．せ下に感染した場  

合．そのまま発嫡にまで進むのは5％であり（叫次結  

核〉」残りの95％では結核㈲ま生涯にわたりpel・Sisteご  

として宿主体内にdornlant冬眠状態で残存する，高  

齢化や糖尿ヲ瓦封ⅠⅤ感染など免疫能が放下した際に，  

この冬眠蘭が活性化し（内因性再燃）発病する（二次  

結核）．成人結核の大部分はこの形で発病するが，放  

感染者が生涯を通じて発病するのはせいぜい10％で  

ある．現在，世界の人口の三分の一が結核耽感染者で  

あり．結核菌はヒトとのかかわりのきわめて大きい病  

原摺生物といえよう．  

1882年に結核菌を発見したコツホほ．予防ワクチ  

ンにより糸核は速やかに征服されることを確信Lた．  

ところが今臥 唯「実用化されているBCGワクチン  

でさえ．成人希核の発病阻止には効果がないとされる．  

一旦結核から回復した個体にあっても終生免疫は期待  

できない．ツベルクリン反応が陽性であることは防御  

免疫付与の証左であるとともに，潜在感染の存在をも  

示唆している．   

分裂増殖が他の細菌に比べて遅い結核宙は感染した  

とも体内で細胞内寄生を余儀なくされる．細胞内穀餞  

から免れるためにその表層は鍍精嚢に嵩む漁庸な細胞  

壁で覆われている．この純胞壁構成成分は自ら強い  

Tblせイl、カイン誘導詑を有し，本来．∵感染症に  

すぎない結核の病態を極めて横寺削こしている、   

ヒト宿主は結積商感染東関してT王11指向性の細胞  

性免痩を発動して防制約に働くが，この細胞性免疫反  
応が過剰に起こり，本来薗を閉じ込めるべく形成され  

た結核結節から空河形成へと進み，ここに発病が成立  

替る．この過剰反応（遅延型アレフレギー）をもたらす  

のが上述の菌体珊鞄攣の主成分である塘脂質である．  

この場合．どこまでが細胞性免疫であ‡）．どこからが  

遅延型アレルギーであるか，生体はそれを区別するこ  

となく－逢印反応を起こしているだけであろう、結核  
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教育講演牒  

結核診断法の実際  

奈良県立医科大学附鱒病院感染症センター 音酉・消   

・わが国の結核曜患寧はZOO5年が2Z．Z％であり「、世界的にみると依絶として結核中毒建国に佐渡付け  

■られている。．そのため、日常診療において結核患者を診る凝会があ刃、臨床医が的確な診断法を知って  

おくことは結核感染の拡大を防ぐ意味から：も畢嚢中ある。本講演や軋結核症の約80％を占める肺結  

額症あ診断がどのように行なわ弟亘中るかについて解覿する。  

1〉′肺結核症を疑う   

どんな疾患でもそうであるように、肺結核症も何かをきっかけとして疑いをもつことから琴断は始ま  

る。我々▼が経験した排簡閲億であぅた肺結核患者用4名の受診時症状は咳毅が最も多く、約65％に認  

められてV●、る－。・「長引く噺ま結核を疑え」という従来からの糾えfま極在である。．■他に嘔疾、発熱、佑怠  

感、、体重洩少などの症状があるが、いずれも肺結核症に特異的なものではなりので、こうした症状の時  

に褒め片隅に肺結核症を思い浮かべることが革琴である。  

2）．肺結核症の胸邦画‘低所見   

結核の病理変化には溶血性病変、繁殖性病変、増殖性病変∴硬イヒ性病糞があるため、それを反映する  

肺結核症甲画像所見は多彩となるや胸部画像所見として、小葉中心性陰影∴熟悶臥・斑状臥▲結締影、  

空洞彰などが単独または混在してみられる。典型例では、脂部単純Ⅹ繰写真だけでも容易に診断をつ  

けることができる。七かし、非典蜃線肺癌などの他疾患との鑑別や活動性の判定が必賓な時には鹿部  

Cでかより多くの情報を提廃してくれる仇  

3）細帝学的な診断   

結核産め確定診晰ま結積歯を証明することで為る。検体は二多くの場合喀疾である・がこ探翠が困雉な  

壕合たは胃液や気管支鏡検体を用いる9．抗箪菌を検出するうえで凄も簡便で迅速な塗総額査を草ず実施  

す為。この際に重安なことは、良質な喀疾を採取することと喀疾を均一化するための前処置である。次  

に培登を布卑う▲が、培地蜃こは固形替地と液体培地が存在し、それぞれの特徴を把挺しておく必要がある。  

培挙がI紛性であれば＼固定蔵査が必穿となる。現在では、結核酎洋の特典鱒な鱒体外分泌蛋白仏ヰPB64）  

を検出する方法と遺伝子検査法が結核西岡定検査の王漁となってVlる。   

略 歴  

抽醜毎3月21日 奈良県立医科大学寧零  

19ぬ年5舟1自 奈良県立医訝大学簸2内稗入局  

1992塵7月1白 岡助手  

2004年1綿1自 奈良県立医科大孝感染症センタ←講師∴  

2006年4月1［‡同助艶授  
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182  

ワークショップ2ア 結核接触者健診  

W27－1接触者検診におけるQtlantiFERON－TB－2Gの有用性の検討  

東邦大学呼吸器内秤｝．東邦大学医療センター感染管理室2）．東邦大学微鉱物・感染症学講鮮）  

木村 一博11了佐野 刷り，杉野 宝史1），磯部 却順け，  

吉澤 克子3），古谷 億彦3），准尾 和旗2），村上日奈ヂ），  

山口 凄三3）．本間  栄l）  

【背景と日捌当院は24 

ており，緊急入院患者には．肺結核患者や∴寒礎疾患  

を有す■る肺結核合併患者が含まれる可能性が高くを  

りさ追考2年捌こ1吊件の接触者検診を実施する必要  

が生じた，当院では，硬触者検診時にツベルクリン反  

応（ツ凍）を実施してきたが．2006年き舟よ1りQtlan－  

tiFERO下トTB－2G（QFT）を導入トたので，瑞員の接  

頗老棲診時におけるQFTの有用性を検討した．【対  

象と方法】接触者検診時にQFTを実施した108人の  

戦車を海象とした．初回判定が陽性疑陽性のものた  

対しては．胸部CT検査で結核病巣が存在しないこと  

を確認し2ケ月後に再放した．【結果】男性38人．女  

性70太平淘年齢は31．3（22ル57）歳．塔饉は，医  

師さ3ん看護抑47九 その他8人．検査結果は．顔  

性者4尤疑陽性者、7ん陰性者鱒人，判定不能者  

が1人であり．紛性者仁疑陽性者．判定不能者に2ケ  

月扱に再検すると∴陽健者1人．蘇陽牲者1人が陰性  

となった．名辞の平均年鈴は．鱒性著弧0嵐東陽  

性者34．4嵐陰性者29．6裁と年齢とINFヤ億との間  

に正の補間がみられた．ESAT－6／CFP－10に対する  

工NFlの平均値軋犠牲者で0．26‡1U／ml／2．9喝1U舟l  

と莱維がみられ∴疑陽性看では0．135王哩1一班．130IU  

／mlであった．再検径の陽性．疑庸性者9人中4人が  

予防内服を開始し．5人は慎重に経過観察中である．  

【考察】QFTはツ反と比べ簡便であり．検査結果も定  

量的であることば有用である．しかし．陽性者には2  

種類の特異抗原による洞Fて備に魂嫌がみられるこ  

とが多く．検査結果は年齢田子も加味したうえで慎重  

に取り扱う必要がある，   

Ⅶ27－2 新生児・産婦人科病棟職眉に発症した肺結核に対する接触者検診l   

医仁会武田詮合病院琵倉診潮力，医仁会武田結合病院呼吸器科2）．劫立行政法人国立病院横構南京都病院呼吸器科き〉．  

独立行政法人国立病院扱棒尚京都病院小児酔，  

大野 仁嗣頂，池上裕美子2），池田ノ重昭払，池田雄史幻▲  

佐藤 敦夫3），倉澤 卓也3），宮野前 鰻重〉  

当院の新生児・産婦人科病棟に勤務する看護師が肺結  

核を発症した∴協時の対策委員会を紐親して以下の接  

触者検診を実施した．【発靖者】平成18年4月から咳  

耽を自覚し近隣の耳鼻咽喉科で加療を受けでいた．勤  

務中はサージカルマスクを着用していた．8月初旬に  

気管支結核を合併した肺歳載症と診断首れた（抗鼓商  

蛍光法塗抹3＋）．【対策】4月から8月までに同病棟  

に入院した患者は467入であった．この申から，リス  

クが最も高いと考えられた新生児と1q歳以下の小児  

（お見舞いを含む）．新生児の母∃軋 付き添Ⅴ、及び柄棟  

敬貞を検診の対象とした．新生児と5歳末潜の小児に  

はツ反（BCG既童種者の判定ほ日本語蔵病学会予防  

委員会の基準による），5歳以上房小札 成人磯貝  

にはQuantiFERON（QFT）（カットオフ億0．35IW  
ml）による感染診断を実施した．新生児▲ホ児には  

結核感染が否定されるまでⅠ抑腋を予防投与した．【農  

業】一次検診極月）：新生児ツ反陽性0／106九小  

ヽ 児ツ反陽性1／33人（揚徒者はBCG既接種．QFT陰  

性），か児QぎT陽性0／2§入．成人QFT陽性6／159  

九職員QfT陽性斬62人．＝次検診（10月）：新  

生児ツ反陽性軒61ん水塊ツ反陽性1／知人（陽性者  

は竃CG既接種．QFT陰性）．ノト児QFT陽性0／6人．  

成人QFT陽性1／67九 聯貞QI～T陽性2乃0ん 一  

次検診でQFT判定保留（0．10以上0．35未満）であっ   
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18、3  

鱒貝㈲％うのQFT織性撃は虚報のそれと比較して  

高くはないが， 

いと考えられた職員を除いて1Nnを予防投与してゝ、  

る′∴（非学会員共同研究者：岸田憲二．串本嘉隠 院  

内感染対策委員会委員）  

た成人lん囁貝2人が二次検診で陽性にならた．【考  

案】新生児・ホ児に結核の二次感染をきたした可絃性  

は極めて低いと考えられた．発端者が常にマスクを着  

用していたこと，新生児室が陽庄換気になっているこ  

となどが華中したと考えら鈍る．一敗成人（4．4％）と  

W27－3 潰触者検診でのQualltiFEROⅣTB－2Gの検討  

独立行政法入国立病院降格長曙医療センター呼吸器科  

誠嵐．大魚 光彦，卑下 明敏  

看護師2ま各看常軌章1匁薬那机各栄泰士1  

名，レン◆トゲン技師18名，検査4魚治験管理3名，  

贋理課3乳医事2名∴リハビリ1名，ソーシャルワー   

か－1乳番謹学虎教紆1各藩法学生▼1ユ名であづ 

た．ツ反施行は51名；30nlIⅥ未満17乳30mm以上  

34名であった：QFT－TB施行は83叡陽性d各判   

定保岡声名，陰性72例であった．ヅ反陽転北した3   

称（Z9歳瀕下）．QFT－TB陽性5彿判定保留2別   

に予防内服を繭始した．現鼠桧診者に糾、て結核野   

栄症は認められていない．【結論】今回の検討から．ツ   

反のみで予防内服を検討することは困難であり．ツ反   

にかわる接触者検診における補助診断法としてQFT－   

TBが着用であると考えられた・しかし．qFT－T8   

陰性ヤーヅ反が砲捌生に陽転化した例もあり．已う中う   

た症例の報いにういて今後の検討が必要である．  

佐々木英鯨 油田 喬執 土井   

【目的】BsCGを摂取しても、る本邦では，ツベ～レクリ  

ン反応（ツ反）で結核感染の正確な診断は困鹿であり，  

これに代わる診断法としでQua‡lti斎ERON′rB－2G  

（QFT－て’月）が注目されてい名．今軌 院内おいで排 

周のある肺結核患者が発生したため，桜触者検夢に  

QFT－TBを用い，ツ反とともに検討したので報告す 

る．【対象と方．尉 

たと考えられる医療従事者，看護学生である，対象は 

83名．接触2～3カ月後に．ツ反とQFT－TBを施行  

した．ツ反は48時間後に発赤の患大長径で判定し．  

QざT二丁馴まキットを用いてEuSA法で測定しユNF  

r産生が0．35工U／ml以上を陽性，0．1IU／1nl兼帝を陰  

性とした．【繹発】肺結核発症患者は．肺癌（扁平上  

皮祐一 CT4N3Ml）が基礎疾患にあり，喀瑛検査にて  

ガフキー10号やありた．対象者の内訳は，医師12老－．  

W27－4 結核菌曝露医療従事者におけるクオンティフェロンT捌こよる  
l  

感染診断と予防内服  

独立行政法人労働者位康福祉脚蕗大阪労災病院小児科感染制御チーム  

尚久   

10号，訂1富永眠．剖検に左肺原発と考えられる粟粒  
TBとで一 乾萬病巣は藷めず好中塚を中心とした浸潤・  

会食胤【対象・方法】重症であり入院時よりほほ個  

室管理で同室者はいなかった一3月初旬から濃厚に接  

触してもゝたかαR処置噂やCCIJにて結核菌の曝露   

を受けた可能性がある医師・看護師・MEら56名に   

定期外ツ反を実施し，ツ反強陽性と陰性コントローブレ  

18名ずつに対してQFTを実施した，【結果】定期外   

ツ反の発赤長径は平均38±1902（mm）で42mmと70  

Inmの2つのどーグを持つ二蜂性にグラフ化された．   

二蜂性のツ反礁陽性群18名とコントロールとしてツ   

反犠牲群の18引こついてQぎでを笈施し，強馴生鮮   

のうちの3名のみQFT陽性であった．【対策】病理   

川村   

t靖書】結核（TB）感染を夢餅するための鵬一の方法  

としてツベルクリン反応検査（ツ反）が行われていた  

が．グォンティフェロンT］ヨ（QFT）が開発きれ保険  

適用された．今回我々は粟粒TI】患者からTB蕾の曝  

霹を受けたと考えられる医療従事者に対して定期外ツ  

反およびQFTを実施し真のハイリスク群を診断し  

た，【寄倒多発性重砲腎の70歳女性200訂i2／14  

透析時に黄痘を清掃され入院．咳敢等の呼吸器症軌  

鞠部レ故に異常所見なく．肝重砲による閉塞性策痘と  

LてアTCD・肝蛋胞穿刺を施行．全身状態好転なく  

2006年3月初めより咳叡山乱 3／工0発熱と胸部レ線  

で左胸永貯留を認めた．3／11突然の心肺停止でCPR  

後CCロヘ入室．3／14胸水よりTB菌同き已喀疲はG  
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I朗÷  

新鹿および約郡七蔑所見より巽投TBを発症して長期  

間経過Lそない挙が推測され－T葺薗の曝露を受げた  

対象を3月初旬からの接触者に限ることができた、∴3  

名のQFT陽性者のうち5年前のTBの既往・治療歴  

のある‡名を除いた2′名を異のハイリスク群と判斬  

し一‡洞見6ケ月予防内股華与とした．【考案】感染性  

TB▲患者と凛勧機会の多い施設での定期外ツ反による  

T8感染の診断は雉しく．QFでは診断補助に有用や  

真の′）イリスク群を決めることができると思われた．   
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75   

教育講演a  

新しい紡核対策   

結核予防東経核研究所  

予   

た†選択的健診の道営に市町轍の裁量を大きくした！   

3）北学予防の強化：鎧来若年者に限定されていた  

ものを年期こよらず∴発病ウスタの大きい者に行な’わ  

れるようにする（これほ法改正でげなく，早如の実現  

に向けて検討中の課題である）／   

㊥ 日本版pOTSに去る結核治療の強化：保雄所と  

主治医8；よる服薬虚功のための患者支援を明文化し，  

院内，外来のDOTSの強進を樹皮化した．   
5）◆都道府県結核予防計画の策定：結核閑韓や対策  

資源の地域格差に見合った地域の◆独頁の対策が立案・  

実施されることを目的としている．   

この新しい対策制度が成功するためにはさらに新し  

い技縮の援用が必要であり，現在開発・普及途上のい  

く・つかの按肝にづいて率べる．これと同時にと強い政  

治的な関与がいずれの段階でも必要である．   

森  

ユ999年の結核緊急事憩宣善を受けた結核対策の見  

直しの結果，結核予防法が50数年ぶりに大幅改定さ  

れ2005年4月かち施行きれることになった∴これは 

結薇の疫学的棟細め変貌抵革払弱者への偏敵地  

城・階層間格差の増大卜重症例・問題例の増加など）と  

妙策窪境の変化（技行革弘一般医産の向上など），そ  

れに対策理念の変化（EBM，人聴，地方自治な日雀  
うけて，より強力で効率的な対策を求めて策定された  

ものである．．・そめ要点を以下の5項目に分ける．   

王）予防課痙制度の簡素化と乳児期接種ノの強牝：再  

接種を廃止し，早期線種を促進するために接種に先帝  

するツベルクリン反応検査を廃止し、（直接接種の導  

入），接種を1歳に適するまでに完了することとした．   

2）∵無塵別定期健診の廃止と選択的健診の導入接触  
者燵診の漁化：定期健診は学校入学時，65故以上野  

党哉種に限定L，従来の住民検診や滞夢検診は廃止し  
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感染症専門医制度規則  

平成7年4月13日制定  

平成8年4月17日改正  

平成12年4月20月改正  

平成14年4月11日改正  

平成16年4月6日準正  

平成18年4、月20日改正  

平成20年4月17日改正   

第1章 総  則   

第1条 この制度は、感染症に関する臨床医学の健全な発展普及を促し、感染症の知識と実  

践に優れた医師を育成することにより、人類の健康と・福祉に医療を通じて貢献する  

ことを目的とする。  

第2条前条の目的を達成するために、社団法人日本感染症学会（以下日本感染症学会とい  

う）は付則3）に定める基本領域学会（以下基本領域学会という 

感染症専門医（以下専門医という）を認定する。   

第3条不制度の維持と運営のため、感染症専門医制度審議委員会 
設ける。   

第2章 審議会  
第4条審議会は第1条亡掲げる目的を遂行するために必要な事項を所掌するほか、併せて  

専門医の認定業務も行う。   

第5条審議会は白本感染症学会理事長の推薦する若干名で構成する。 

第6条審議会の委員の任期は2年とし、2期までの再任は妨げない。   

第7条審議会では、委員の互選により、会長を選出する。会長は審議会を所草し、本制度  
の円滑な蓮営を図る。   

第8条審議会は、業務運営に必要な各種委員会を編成することができる。 

第3章 専門医の資格   

第9条 専門医の認定を申請できる者は次の各項▲を満たす者とする。  

1．基本領域学会専門医（認定医）に認定されている者。  

2．感染症の臨床修練を積んでいること。  

1）基本領域李会の研修年限を含めて感染症学の研修を6年以上行っている者。  

2）上記6年の内、3年間は本学会員として本会が指定した研修施設で、別に定め  

るカリキュラムド基づいて功修を行っていることを原則とする。  

尚、研修施設、指導由こういては別に定める。  

3．感染症の臨床に関して、筆頭者としての論文発表1篇、学会発表2篇、計3篇ある  

こと。尚、学会、雑誌の種類に関しては細則2に定める。 
4．日本感染症学会会員歴5年以上で、この間、会費を完納している者。  

5∴審議会が施行する専門 

第4章 
第10条・認定試験の受験を希望する者は、次の各項に定める書類を審議会に提出する。  

1・受験願書  

2．受験票  

3．基本領域学会の専門医（認定医）証の写しまたは評明書  
4．研修内容の報告書 
5ノ∴診療症例一覧表（細則1）  
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6．診療症例の病歴要約（細則1）  
7．受験料（郵便または銀行の払込用紙のコピー） 
8＼筆頭者としての論文発表1篇、学会発表2篇の別刷またはコピー（細則2）   

第11条 審議会は毎年1回申請書類により受験資格たっいて 

卑に専門医試験を実施する。実施方法については細則3に定める。 

第12条 審議会は、専門医試験問題の作成、研修内容、診療症例などの評価のため、試験  

委員会を設置する。   

第13条 審議会は専門医試験結果、研修内容、診療症例などを総合的に評価し、認定試験  

の合否を理事会に報告する。   

第14条 日本感染症学会は合格者に対し認定証を交付する云   

第15粂 認定期間は5年間とし、認定更新の審査を経なければ、引き続いて専門医を呼称す  
ろことは出来ない・。   

第5章 専門医資格の更新   

第16条 審議会は、認定を受けてから5年を経たときに、審議会の定める要件（細則4）  

を満たした者について、認定更新の審査を行い、専門医資格を更新する。認定更新  

手続きについては細則5に定める。   

第6章 専門医資格の喪失   

第17条 専門医は次の事由により、その資格を喪失する。  

1．正当な理由を付して、専門医としての資格を辞退したとき。  

2．日本感染症学会会員の資格を喪失した時。  

3．基本領域学会の専門医（認定医）の資格を喪失した時。  
4．申請書類に虚偽が認められた時。  

5．所定の期日までに認定更新を申請しなかった時。  

6．専門医としてふさわしくない行為のあった者。   

第7章 本制度の運営   

第18条 この規則に規定するものの他、本制度の運営にういての必要な事項は別に定める。   

第8章 規則の施行、改廃   

第19条 この規則の改廃は審議会の議を経て、日本感染症学会理事会で決定する。   
第20条 この規則は平成7年4月13日から施行する。   

付  則   

1）本制度の発足に当たって、別に定める規定により、経過措置による専門医の認定を実施する。   

2）本制度による専門医試験は平成10年鹿より実時する。   

3）日本内科学会（平成7年4月13日から施行）、日本小児科学会（平成8年4年18日から施行し、専  

門医試験は平成11年度より実施する）、日本医学放射線学会、日本眼科学会、日本救急医学会、白本  

産科婦人科学会、日本耳鼻咽喉科学会、．日本整形外科学会、日本精神神経学会、日本脳神経外科学会、  

日本泌尿器科学会、日本皮膚科学会、日本病理学会、日本麻酔科学会、日本リハビリテーション学会、  

日本臨床検査医学会（平成16年4月6日から施行し、‘専門医試験は平阻17年度よサ実施する）日本  

外科学会（平成18年4月21日から施行試験は平成18年度より実施する）。  

平成16年4月6日以降につし）てば、社団法人白本専門医制評価・認定機構の決定した基本領域学会  

甲うち、当学会と専門医制度（二階建制）に関する合意を交わした学会を加えること・とする。   

4）第9条第1項および箋2項1）については平成15年3月1日より実施する。 
5）第9条第2項1）については、当学会が加盟している社団法人日本専門医制評価・認定機構の意向（各  

専門医領域における医師の質の向上及び一定のレベルの維持をはかり、国民の期待に応えるため）に  

27   



より研修期間を6年以上とする。  

6）第9条第2項2）、第10条第4項暮第5項・第6項、．第12条および第13条にういては平成22年3  

月1日より実施する。  

感染症専門医制度埠行細則  

平成7年4月13日制定  
平成‖年12月17日改正  

平成15年1、2月12日改正  

平成16年’12月1了日改正  

平成18年2月 2日改正   

細則1 感染症の臨床経験に関する評価  

（1）受験申し込み時に提出する診療に関する記録は下記の通りである。   

（1）研修施設におし 

（イ）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（いわゆる感染症法）  
に記載された疾患を含むことか望ましい。  

（口）症例の選択に当たっては疾患に偏りがないように配慮すること。  

（2）上記30症例中15症例の病歴要約記載にあたっ■ては症例の感梁症の評価、病原診断の  

根拠、．治療法、治療薬の選択の根拠を明らかにすること。  
（2）研修内容および診療症例の評価は試験委員会が行う。評価方法にういては別に定ゆる。   

細則2 感染症臨床報告に関する評価基準  

（1）・ 感染症に関する筆頭者としての論文掲載は、学会誌またはレフリー制度の整った学術誌  

に掲載されたもめであること。  
（2）学会発表は、原則として日本医学会総会または日本医学会加盟の分科会（地方会を含む）  

で発表したものであること。   

細則3 専門医試験の実施  

（1）有資格者に対して感染症専門医の試験を行う。  

（2）問題作成は試験委員会が作成する。  
出題問題数＝60∴題、試験時間＝90分  

問題タイプは、次の3種のいずれかを用いる。Aタイプ，K2タイプ，K3タイプ   

細則4 認定更新の要件   

感染症専門厘は、認定を重けてから5年後、 
の更新を申請することができる。   

（1）専門医として認定された後も引き続き本学会の会員であること。   

（2）更新申請時、草本領域学会の認定医（専門医）であることこ   
（3）認定を受けてから5年間、感染症診療や学術活動に貢献するとともに、審議会が指定し  

た教育企画に参加し、下記の所定単位を総合して50単位取得した者。 
（4）更新点数50点中、15点は本学会が主催する学術集会（地方会を含む）参加を必須とす  

る（平成21年度更新対象者より実施する）。   
※認定期間中に65歳を越えた専門医は、本要件の（1）（2）の条件のみを満たせば更新がセきる。   

その場合には更新料は免除することとする。  
の  単位取得  

単位数   

本会  

日本感染症学会の主催する学術集会出席者  

同  筆頭演者  
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5  

3  

10  

3  

3  

3  

3  

5  

20  

日本感染症学会地方会の主催する学術集会出席者 
同  筆頭演者  

論文掲載 

感染症学雑誌、JournalofInfectionahdrChemotherapy 筆頭著者  
本会以外の企画   

本会が指定した日本医学会加盟学会1）の年次講演会出席者  

同 筆頭演者   

本会が指定した関連学会の年次講演会出席者2）  

同  筆頭演者  

論文掲載筆頭著者？）  

． 5年間感染症診療、学術活動に貢献したことの証明書4）  

1）日本医学会総会、日本医学放射線学会、日本医真菌学会こ 日本ウイルス学会．日本衛生動   

物学会、日本化学療法学会、日本眼科学会、日本寄生虫学会、日本救急医学会、日本外科   

学会、日本結核病学会、日本細菌学会、日本産科婦人科学会、・日本小児科学会、日本耳鼻   

咽喉科学会、日本整形外科学会、日本精神神経学会、日本内科学会、月本熱帯医学会、日   
本脳神経外科学会、日本ハンセン病学会、日本泌尿器科学会、日本皮膚科学会、日本病理   

学会、日本麻酔科学会、日本リハビリテーション学会、日本臨床検査医学会（※上記以外  
の基本領域学会につい七は二階建制が成立した時点で随時追加）。  

2）■日本環境感染学会、日本小児感染症学会、日本臨床微生物学会  
3）上記学会誌および、その他レフェリー制度が確立している内外の学術誌で、感染症ヒ関す  

る論文掲載。  
4）感染症診療、院内感染対策、地域感染対策、予防接種活動等を通じ、申請者が感染症の診   

療や学術活動に貢献してしiることを証明するもので、日本感染症学会評議員、所属施設長、  

地区医師会長、保健所長等が証明書発行者と．なる。   

細則5 認定更新の手続き   

申請期日までに以下の書類を審議会に提出する。   
1・認定資格更新中講書   

2．単位取得を確認する書痙  

（1）所定用紙に貼付した、学術集会に参加したことを証明する書類  

（2）申請論文掲載誌の論文のコピー （論文の1頁目および2頁目）  
（3）5年間感染症診療、学術活動に貢献したことの証明書  

3．基本領域学会の専門医または認定医の認定証のコピーまたは証明書   

審議会において認定更新審査を行い、専門医資格を更新する。   

細則6 その他   

海外の感染症専門医資格を有するも甲は感染症専門医規則の第9条第2項と第4頑を免除し  
て受験資格を与える。   

付則  

1）細則1の感染症の臨床経験に関する評価については平成21年の申請までは以下の通りとする。   

（1）受験申し込み時に提出する研修に関する記録は下記の通りである。 

（1）受け持ち感染症患者50症例の一覧表  

（イ）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（いわゆる感染症法）に記載された  

疾患を含むことが望ましい 

（口）症例の選択に当たっては疾患に偏りがないように配慮すること。  

（2）上記50症例中15症例の病歴要約  

記載にあたっては症例の感染症の評価、病原診断の根拠、治療法、 

かにすること。   

（2）研修記録の査続は試験委員会が行う。評価方法については別に定める。  

社団法人 日本感染症学会  

29   



認定研修施設規約  

平成18年4月20日制定  

本学会は感染症専門医養成のための研修にふさわしい施設を、日本感染症学会研修施設  

（以下研修施設という）として認定し、研修を委嘱する 

［研修施設の資格］  

1．研修施設として本学会の認定を受けるためには、次の各項を満たすことを要する。   

（1）医育機関附属病院、総合病院、またはこれに準ずる病院であること。   
（2） 日本感染症学会指導医が＿1名以上常勤していること云   

（3）本学会の研修カリキュラムに基づく研修が可能であること。  

［認定］  

1．研修施設の認定を希望する診療施設の長は、次の各項に定める書類一（所定用紙）を   

施設長名にて日本感染症学会感染症専門医制度審議委員会に提出する。   
（1，）認定研修施設申請書   

（2）施設の概要書   

（3）常勤の日本感染症学会指導医の在籍証明書  

2．専門医制度審議委員会は、提出された申請書類により施設認定審査を行う。  

［更新］  

1，．研修施設は5年毎に更新の手続きをとらなければならない。更新の手続きを申請す   

る施設は「研修施設の資格」の各項を満たすことを要する。  

［資格の喪失、取消］  
1二研修施設は、次の事由によりその資格を喪失する。   

（1） 

（2）研修施設の認定更新を申請しなかったとき。  

何らかの事由により更新手続きが行えなかった場合 

翌年更新手続きを行うことできる。  
2．専門医制度審議委員会が研修施設と七て不運当と判定した場合は、理事会の承認を   

経て認定を取り消すことができる。  

認定指導医規約  
平成18年′4 月20日制定  

平成20年10月16日改正   

本学会は感染症専門医養成のための研修指導を行うにふさわしい医師を、日本感染症学  

会指導医（以下指導医という）として認定し、研修指導を委嘱する？  
［指導医の資格］  

1．指導医は日本感染症学会の感染症専門医で、次の各項を満たすこ七を要する。   

（1）感染症専門医を取得後5年を経た者。   
（2）本学会の研修カリキュラムに基づく研修を指導できる者。  
（3）専門医取得後，専門医制度審議委員会が指定した指導医講習会※－へ2回申上※2参   
加した者こ  

［認定］  

1．指導医の認定を希望する者は、次の各項に定める書類（所定用紙）を専門医制度審議  
委員会に提出する。   
（1）指導医申請書   

（2）感染症専門医認定証のコピー   

（3）指導医講習会への参加を証明する記録   

2．専門医制度審議委員会は、、提出された申請書類により指導医認定審査を行う。  
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［更新］  

1．指導医の資格は5年毎に更新しなければならない。更新の手続きを申請する者は次の  
各項を満たすことを要する。  

（1）感染症専門医資格を保持している者。  
（2）指導医の認定（更新）を受けてから直近の5年間、専門庖育成のために尽力する  

とともに、下記の所定単位を総合して30単位以上取得した者※3。但し∴30単位  
中10単位は専門医制度審議委員会が指定した指導医講習会への参加であること  
を必須とする※3。  

単位取得ゐ対象となる企画とその単位数は次のとおりとする。  

専門医制度審議委員会が指定した指導医講習会へ参加した場合※4  10  

指導を受けた研修医師が感染症に関する論文（原著‘症例報告），を筆頭著  

者としてレフエ．リー付鱒誌に発表〔七場合（指導医が共著者として入ってい  
ること）  

指導を受けた研修医師が感染症に関する論質（原著、症例報告）を共著  

者としてレフェリー付雑誌に発表した場合（指導医が共著者として入っ  
ていること）   

指導を受けた研修医師が感染症に関する演題を学会※5等で口頭または  

10  

ポスター発表した場合（指導医が共同演者と一して入っていること）  

ICD講習会を受講した場合  

［資格の喪失、取消］ 

1．指導医は、次の事由によりその資格を喪失する。   

（1）指導医としての認定を辞退したとき。  

（2）更新の要件を満たさなかったとき。   
（3）指導医の認定更新を申請しなかったとき。  

但し、留学や健康上の理由による休職等で更新条件を満たせなかった場合は、そ  

の期間を除外する。  

また、他の何らかの事由により更新手続きが行えなかった場合は1年間の猶予期  

間を認め、翌年更新手続きを行うことができる。   

（4）－専門医としての資格を喪失したとき。  
2．専門医制度審議委員会が指導医として不適当と判定した場合は、理事会の承認を経   

て認定を取り消すことができる。   

［付 

※1 指導医講習会は日本感染症学会総会学術講演会または地方会学術集会の会長と  

専門医制度審議委員会が協議し、総会学術講演会または地方会学術集会のプログ  

ラムの一部として企画する。企画の内容は指導医の養成及び資質向上に相応しい  

ものとし、1企画1時間以上であることが望ましい。   

※2 平成22年3月1日以降に認定された専門医から適用する。一なお、平成22年2月  

末日以前に認定された専門医の場合、平成22年度からl封旨導医講習会に1回以上、  

平成27年度からは2回以上参加していることを原則とする。また、1回の学会七  
複数の指導医講習会に出席しても、参加回数は1回と数えることとする。   

※3 平成22年3月1日以降に認定された指導医から適用する。なお、平成22年2月  

末日以前に認定された指導医の場合、平成22年度からは20単位以上、平成27  
年度からは30単位以上（内、10単位は指導医講習会）を取得していることを原  
則とするけ   

※4 

る。   
※5 日本感染症学会総会および地方会、日本感染症学会が「専門医制度規則」におい  

て指定した日本医学会加盟学会と関連学会の年次講演会。  
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加藤委員提出資料  

指導者養成研修修了者全国会議について  

【指導者養成研修】   

本研修は全国各地の結核対策の核となる結核専門家を養成するこ．とを目即としで、  

用92年から国の委託を受けて結核予防会恕核研究所で開催している。対象者は結核対  

策および診療の分野で相当の経験を有し、将来地域の結核対策指導者としその活動が  

期待される医師であり、地方自治体及び医療機関から推薦を受けた看である。  

【ブロック別分布】  

ブロック 腐床  行政 その他   合計   

北海運   4   2 0   

束北  1   

関東一甲信越 14 20 4   38 

東海・北陸   4   0   

近畿   8 8   2 

中国一四国   4   5   1   10   

九州－沖縄   O 13 

合計 48   53   8 109   

【修了者全国会議】   

本研修修了者への最新情報の提供、医療・対策に関する検討（ワークショップ実施），  

ネットワーク強化のために、2008年度 

のテーマは以下のとおりであったこ  

2008年度：（1）地域における結核対策、（2）ハイリスクグループ対策、  

（3）結核医療提供体制、（4）病原体サーベイランス（分子疫学）  

ZOO9年廣：（1）結核入院医療について、（2）地域連携体制の構築、  

（3）今後の医療提供体制  

2010年度：特定感染症予防指針の改訂：（1）低まん延状況下のスクリL⊥ニング、  

（2）都道府県計画における目標設定と対策評価指標、（3）病原体サ丁ベイ  

ランスの構築、（4）日本版DOTS戦略の展開、（5）結核医療体制の構築  
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結核療法研究協議会について   

日本の結核医療を向上させることを目朝として総合的研究をおこなう七めlこ、昭和  

28年に設立された。協議会の研究事項は結核予防行政の進展に寄与するもの 

いる。平成22年4月現在の参加施設数は151、会員数は393人である。内科会、外科  

会、細菌科会l±分かれて研究事業を実施している。   

細菌科会は内科会と協同で5年毎に全国耐性菌調査を行っており、現車第14回が  

進行ヰで2007年に収集した3000株以上ゐ感受性検査結果と臨床情報の解析を行って  

いる。現在、結核の全国的な臨床および細菌学的なデータ蠣をまとめているのは本協  

議会のみで、その結果は会員に還元して↓＼る。 

内科会は、①結核再発要因に由する前向き魂査、②難治性肺結核に対するLVFXを  

含む多剤併用療法の臨床的研究を実施しており一、外科会は、①肺結核外由症例調査、  

②原義性膿胸及び続発性膿胸症例に対する外科療法の研究を東施している。  
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国立病院機構における結核医療の取り観み  

国立病院機構における緬核医療につし＼ては、平成21年度を初年度とする5年間の中期目標及び  

中期計画たおいて適切な実施を明確化しており、診療、臨床研究、教育研修を一体とした取り組み  

を推進。  

○全国の入院患者の43％を診療   

○多剤耐性結核など難治性の患者を多く受入  
・全国の多剤耐性結核患者の66％を診療   

○呼吸器内科及び感染症内科の医師数は、全国の  
11．9％にあたる507名が勤務  

○呼吸器疾患研究ネットワーク   

結核病床を有する53病院のうち39病院が  
参加する呼吸器疾患研究ネットワークを形成   

○ネットワークを活用した研究   

国立病院機構のネットワークを活用した多施  
設共同研究を実施   

（具体例）  

t多剤耐性結核・超薬剤耐性結核の実態調査及  
び治療法等（H2ト23 23施設） 
・高齢結核の実態調査と治療マニュアル作成と  

宿主要因解析（H21－23 24施設）  

○初期研修医  

基幹型臨床研修指定病院と結核病床を有す  
る病院の 

（具体例）  

■岡山医療⇒南岡山病院1か月（約15名／年）  

・長崎医療⇒長崎川棚医療2か月（約1名／年）  

・東京医療⇒束埼玉病院1か月（約15名／年）  

神奈川病院1か月（約15名／年）   

（参考）臨床研修指定病院基幹型 53病院  
協力型116病院   

○機構独自の専修医制度（後期研修医）  

結核研修を取り入れた呼吸器科専門プログラ  

ム等の実施  

地域における医療連携を推進  

■地域医療支援病院40病院  
■紹介率55．0％ 逆紹介率44．1％  

一地域連携パス実施病院数：65病院  

（
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中期計画（抜粋） 

地域医療への一層の貢献とともた、これまで担っ 
じやとする神経・筋疾患、精神科医療など他の設置主体では必ずしも実施されないおそれのある医療について一、改策医療ネットワー  

クを活用し、引き続き適切に実施することによりセーフティーネットとしての機能を果たす。特に、以下に掲げる事項について一層の  
推進を図る。   

【結核医療など】 結核との重複疾患への対応  

薬剤耐性結核への対応  



⊥’日あたりの結核入院患者数の推移（全国）  

1吟 17年 1【痺 1皐年   如車 

（45．7％）   （43，7％）   （43．6 （筆4⊥1％）   （43．3％）  
国立病院機構 

2，945．1人   2，405．9人 1，銅4．1人   1，733二3人   1，597二7人   

（21．3％）   （21．2％）   （19．1％）   （18．4％）   （2、1．鍋）  
国一自治体  

1．376．1人   1，1ね2人   862．5人   － 724．0人   796．8人   

（6．2％）   （6・5％）   （5．7％）   （6．0％）   （6．0％）  
公的医療機関  

39白．4人   360．8人   2畠7．8人   234．7人   221．3人   

（26．8％）   （28，6％）   （31．6％）   （31．4％）   （29．1％）  
医療法人等  

1，731．0人   1，574．6人   り24．4人 1，234．5人   1，072．7人   

（1PO．0％）   （100．0％）   （100．0如 （100二0％）   （100． 
総 

6，450．6人   5，511．5人   4i508．8人 3、」926．6人   3．6白8．6人   

（出典：病院報告）   

※平成20年度国立病院機構共同臨床研究「難治性結核・抗酸菌症の疫学■予防・診断・治療」研究報告書より   



国立病院機構の呼吸器内科及び感染症内科医師数   

国立病院機構全体で、507名の呼吸器内科及び感染症内科の医師  
が勤務している（全国比11．9％）。うち、結核病原を有する病院では、30  
6名が勤務している（全国比7，2％）。  

表：全国と国立病院機構の呼吸器内科、感染症内科医師数  

呼吸器内科  感染症内科   小計   医師総数 

仝国   卑，00′3人   亭6・1人   4，264人 167，064人   

国立病臨機碍 490｛   1テ人   7人   7，声33人   

（全国比） （11．9％）   （4．5如   

うち結核病床を有する病院  3d6人   0人   306h 

（53病院）  （7．2％）  

※平成22年厚生労働省医政局「必要医師数実態調査」’より   



国立病院機構の緯核病床と呼吸器疾患研究ネットワークの■状況   

緬核病床を有する病院は5 

都道府県   病院名  病床数   入院患者数   ネットワーク構成病院  
（22年4月）   （21年慶一日平均）  （●はリーダー病院）   

北海道医療センター   50   18．4   ○  

・′舘病院   10   6．3   ○  
北海道  

日川医療センター   50  21二8   0  

帯広病院 50   17．4   ○   

青森県  森病院   60   19．8   0   

岩チ県  同病院   50   19．1   ○   

宮城県  宮城病院   32  

秋田県  あきた病院   16   3．0  

山形県  山形病院  ※   50   31．9   C〉  

i芸島県  嘉島病院  22  

茨城県  茨城束病院   68   1．1   ○   

栃木県  宇都宮病院   100 23．4   P   

群馬県  西群馬病院   50   27．7   ○   

玉県  東埼玉病院   1o 舷0   ○   

千葉県  千葉末病院 50  31．1   ○   

東京都  東京病院   100 8臥0   ○  

神奈川県  神奈川病院   50   36．9  

新潟県  西新潟中央病院  50   23．0   ○   

富山県  富山病院   50   38．6  

石川県  七尾病院   50   16．3   ○ 

福井県  高井病院   50  25．2  

山梨県  甲府病院  6  

長野県  つもと医療センター   50   16．0   0   

岐阜県  長良医療センター   52   32．0   ○   

静岡県  竜病院   50  31．9   0   

愛知県  東名古屋病院   148   79．0   ○   

手玉県  三重中央医療センター   50   22．4   ○   

都道帝県   病院名   病床数   入院患者放  ネットワーク構成病院  
（22年4月）   （21年庄一日あたり）  （●はリーダー病院）   

滋賀県ノ  滋賀病院   20   11．8  

京都府  京都病院   100   58．8   ○   

近畿中央郎部疾患センター   60   86．3   ●  
大阪府  

刀根山病院   200 115．9   ○   

兵庫青野原病院   50  
兵庫県  

兵庫中央病院   100   37．2  

奈良翠  耶良医療センター  ※   100   50．5  

和歌山県  ロ歌山病院   20   8．9  

鳥取痕  鳥取医療センター   18   3．7  ○   

島根県  松江医療センタ「   25   臥2   ○   

岡山県  岡山医療センター 100   28．0   ○   

広島県  東広島医療センター   50   20．0  

叫口  山口宇部医療センタ⊥   100   30．5   ○   

徳島県  兼徳島医療センター   50   16．2 ○  

香川県  こ松医療センター   100   14．0   ○   

琴媛県  愛媛病院 4   1岳．4   ○   

高知県  高知病院   22   11．5   ○   

大牟田病院   50   35．2   ○  
福岡県  

福岡束医療センター   50   23．3   ○   

佐賀県  東佐賀病院 50   之7．  

長崎県  長崎川棚医療センター   35   3．0   ○   

‾熊本県  熊本南病焼   100   20．0   ○   

大分県  西別府病院  ※   150   75．8   ○   

宮崎県  宮崎薫病院  60   23．5   ○   

鹿児島県  九州病院   50   22．9   ○   

沖縄県  沖縄病院   50   26．9   ○ 

計  3，223   1．460．5   39  

※は都道府県唯一の結核指定医療機関  



呼吸器疾患ネットワーク研究実績（結核）  

国立病院機構のネットワークを活用した多施設共同研究を実施  

難治性結核・抗酸菌症の疫学1予防二診軒治療に関する研究   近畿中央胸部疾患センター 

救策医療呼吸器ネットワーク構襲   近攣中央胸部疾患センター  

高齢者結核の実感調査と治療マニュアル作成と宿主要因解析   

多剤耐性結核・超薬剤耐性結核（XDR－TB）の実態調査及び迅速診   

断・迅速入院法璃療法（新しし 
近畿中央胸部疾患センタ （23施設）  H21年度二γH23年度 

難治性結核（糖尿病合併結核THIV合併結核）・の実態調査と対策、   
近畿中央胸部疾患センター（23施設）  H21年度 ん H23年度 及び難治性結核予後診断法の開発   

新しい抗リウマチ薬（インフ．リキシ々ブ、エタネルセプト、アタリムマブ、   
近畿中央舶疾患 

H22年度 ～   

メカニズムの解析 



参  

酷遇狙幸講師  

全国病院ネットワーケたよる人的・技術的・資金的な相互支援を実施しながら、  

診療・臨床研究1教育研修が一体となった事業を展開  

国の政策上、特に体制確保が求められる事業  民間ではアプローチが困難な医療  

○新型インフルエンザ対策   

厚生労働省の要請に基づき、新型インフルエげ発生時に   
検疫所等へ、延べ医師237名、看言篭師282名を派遣  

○災害等における活動   
災害医療センターを中心とした全国の国立病院機構   
災害拠点病院が国、自治体等と連携し活動  

機構病院のPMAT：21病院60チーム  

☆新潟中越地震発生直後より医療班を派遣するなど、   
継続的に医療支援を実施 35病院 延べ64班派遣  

○国民保護法において、国民のために医療を確保する  
法的義務が課されている（国レベルでは当機構と日赤のみ）   

04疾病5事業  
がん：60病院  循環器：50病院  
脳卒中：33病院 糖尿病：41病院   

救急医療 救命救急セント：17病院  

救急輪番参加病院：67病院   

災害拠点病院：17病院  へき地拠点病院：7病院   
周産期医療総合周産期：4病院・地域周産期：14病院   
小児医療小児医療拠点病院：17病院  

救急輪番参加病院：38病院   

☆地域医療連携  
地域医療支援病院40病院  
紹介率55．0％ 逆紹介率44．1％  

○国立病院機構の病床シェア   

①心神喪失者等医療観察法 ∴て3二爛   

②筋ジストロフィー  95／5％ 

③重症心身障害  3臥2％  

（医療の必要の高い患者を多く受入）  

④結核  J39．1％  

（多剤耐性結核など難治性の患者を多く受入）  

地域連携パス実施病院数：65病院  

○新型インフルエンザワクチン（HINl）の臨床試験等を、   

厚生労働省の要請を受けて、迅速に実施し、有効性・   
安全性等を検証。   

（短期間で2万人を超える被験者の≠－タを収集）  

⇒ ワクチン接種回数の決定など医療政策の方針   
決定に貢献  

○ネットワークを活用したEBMのためのエビデンス   
づくりの推進など臨床現場と一体とな？た大規模臨   

床研究を実施  

○入院治験をはじめとする難易度の高い治験など迅速   
で質の高い治験を実施  

☆過去3年間に承認された268品目のうち   
約6割（154品目）の治験に参画   

○質の高い医師、看護師等の育成   

臨床研修指定病院基幹型 53病院  
協力型116病院   

機構独自の専修医制度（後期研修）  

○特定看護師（仮称）の育成に向けた取組   

東京医療保健大学国立病院機構校の開設（H22．4）  

○職種横断的な研修の実施  
（チーム医療推進のための研修）  

○災害医療、EB叫の推進などについて、   

臨床と一体となった質の高い医療従事者の   
研修の実施   

■■ ■  




